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○社人研の中位推計（出生率1.35程度で推移）では、 総人口は、2050年では１億人、2100年には5千万人を割り込むまで減少。
○今後20年程度で人口置換水準（2.07）まで出生率が回復した場合には、人口減少のペースは緩やかになり、総人口は2110年頃
から9千5百万人程度で安定的に推移する。

合計特殊出生率

将来推計人口の動向（出生率回復の場合の試算）

（出典）1950年から2013年までの実績値は総務省「国勢調査報告」「人口推計」、厚生労働省「人口動態統計」。推計値は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」、厚生労働省「人口動態統計」をもとに国
土交通省国土政策局作成。

（注１）「中位推計」は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」の中位推計（出生中位、死亡中位） 。その他は同推計の年齢別出生率の仮定値と2012年の生命表による生残率を用いた簡易推計による。（「中位推計」と簡易
推計の乖離率を乗じて調整）。各ケースの値はそれぞれの合計特殊出生率の想定にあうよう出生率仮定値を水準調整して試算。

（注２）「人口置換ケース1（フランスの回復ペース）」：2013年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし（合計特殊出生率1.43）、1994～2006年におけるフランスの出生率の変化（1.66から2.00に上昇）の平均年率（0.03）ずつ出生率が
年々上昇し、2035年に人口置換水準（2.07）に達し、その後同じ水準が維持されると仮定した推計。

「人口置換ケース2（日本の回復ペース）」：2013年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし（合計特殊出生率1.43）、2005年～2013年における我が国の出生率の変化（1.26から1.43に上昇）の平均年率（0.02）ずつ出生率が
年々上昇し、2043年に人口置換水準（2.07）に達し、その後同じ水準が維持されると仮定した推計。

4,959万人

9,100万人程度

2110年頃
【ケース1】
9,500万人程度
【ケース2】
9,000万人程度

でほぼ安定

人口置換ケース１：1994～2006年のフ
ランスの出生率上昇（1.66→2.00）の
ペースで回復し、2035年に2.07に到達

10,900万人程度

合計特殊出生率
（2013年）

1.43

人口置換ケース２： 2005年～2013年の
我が国の出生率上昇（1.26→1.43）の
ペースで回復し、2043年に2.07に到達

9,500万人程度

9,708万人

総人口

合計特殊出生率
（右軸）

若年人口

合計特殊出生率【中位推計】（1.35）

合計特殊出生率（2.07）

10,800万人程度

（千人）

社人研中位推計

（年）
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地域毎の将来推計人口の動向

○大都市圏・地方圏別の将来推計人口（中位推計）の動向を年齢別にみると、全ての地域で若年・生
産年齢人口の減少や高齢者の増加が進むが、①東京圏での高齢者の大幅増、②地方圏での生産
年齢人口の大幅減など、地域差がみられる。

（出典） 2040年までは国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成25年3月推計）の中位推計。2050年以降は国土交通省国土政策局による試算値。
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市区町村の人口規模別の人口減少率

19% 44% 35%
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人口増減割合別の地点数

国土全体での人口の低密度化と地域的偏在が同時に進行（2010年→2050年）

○全国を≪１km２毎の地点≫でみると、人口が半分以下になる地点が現在の居住地域の６割以上を占める（※現在の居
住地域は国土の約５割）。

○人口が増加する地点の割合は約2％であり、主に大都市圏に分布している。
○≪市区町村の人口規模別≫にみると、人口規模が小さくなるにつれて人口減少率が高くなる傾向が見られる。特に、現
在人口１万人未満の市区町村ではおよそ半分に減少する。

【2010年を100とした場合の2050年の人口増減状況】

６割以上（63％）の地点で現在の半分以下に人口が減少

0％以上50％未満減少

凡例：2010年比での割合

増加

50％以上減少（無居住化含む）

50%以上減少 0%以上50%未満減少

市区町村の
人口規模

人口減少率

全国平均
の減少率
約24％

居住地域の２割が無居住化

（出典）総務省「国勢調査報告」、国土交通省国土政策局推計値により作成。

無居住化
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メッシュ総人口（２０１０年）
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メッシュ総人口（２０５０年）
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２０５０年の人口増減状況
（２０１０年＝１００）

0％以上25％未満減少

増加

25％以上50％未満減少

75％以上100％未満減少
50％以上75％未満減少

無居住化（100％減少）
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２０５０年の人口増減状況
（２０１０年＝１００）

【１０％減少・増加】

増加
10％以下減少
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２０５０年の人口増減状況
（２０１０年＝１００）
【５０％以上減少（無居住化含む）】

50％以上減少（無居住化含む）
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２０５０年までに無居住化する地点

2050年までに無居住化
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0％～-20％

-20～-40％

-40～-60％

-60～-80％

-80％～

無居住化

集落中心（役場・支所等）からの距離による人口増減の見通し

万人

○集落中心（役場・支所等＝全国5822か所）から遠い地域ほど大きな人口減少が見込まれる。（全国180,220メッシュの集計）
○集落中心から近い地域では人口減少の程度は相対的に小さく、非都市であっても総人口は現状の５割～６割の存在が見込まれる。

注 ：非都市は用途地域を含まない１kmメッシュの集計である。
資料：人口は、2010年国勢調査メッシュ人口と国土交通省国土政策局推計値「メッシュ別将来人口」による。

役場・支所は国土交通省国土政策局「国土数値情報 市町村役場等及び公的集会施設データ」による。（市区役所・町村役場＝1920か所、支所・出張所等＝3902か所）。
役場・支所から各１kmメッシュまでの距離は（財）デジタル道路地図協会「デジタル道路地図」を用いて算出した。
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集落中心（役場・支所等）からの距離による人口及び推計人口①

○集落中心（役場・支所等）から遠い地域ほど人口密度は小さく、人口の減少率も大きい。
○平均の人口密度は、1km圏内で約2400人／km2が約1900人／km2に減少する。

資料：人口は、2010年国勢調査メッシュ人口と国土交通省国土政策局推計値「メッシュ別将来人口」による。
役場・支所は国土交通省国土政策局「国土数値情報 市町村役場等及び公的集会施設データ」による。（市区役所・町村役場＝1920か所、支所・出張所等＝3902か所）。
役場・支所から各１kmメッシュまでの距離は（財）デジタル道路地図協会「デジタル道路地図」を用いて算出した。
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役場・支所からの距離帯別、人口数別メッシュ数（全国：2050年）
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集落中心（役場・支所等）からの距離による人口及び推計人口②

○非都市（用途地域外）でも集落中心（役場・支所等）から遠い地域ほど人口密度は小さい。
○集落中心から6km圏内では人口減少の程度は相対的に小さく、非都市であっても総人口は現状の５割～６割の存在が見込まれる。

注 ：非都市は都市計画の用途地域を含まない１kmメッシュの集計である。
資料：人口は、2010年国勢調査メッシュ人口と国土交通省国土政策局推計値「メッシュ別将来人口」による。

役場・支所は国土交通省国土政策局「国土数値情報 市町村役場等及び公的集会施設データ」による。（市区役所・町村役場＝1920か所、支所・出張所等＝3902か所）。
役場・支所から各１kmメッシュまでの距離は（財）デジタル道路地図協会「デジタル道路地図」を用いて算出した。
用途地域は国土交通省国土政策局「国土数値情報 都市地域データ」による。

役場・支所からの距離帯別、人口数別メッシュ数（非都市：2010年）

役場・支所からの距離帯別、人口数別メッシュ数（非都市：2050年）
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山間地域の人口1000人集落の趨勢将来推計人口と移住を見込んだ推計人口

2010年人口
人口＝1000人

（推計方法）
○山間地域は、農林統計に用いる農業地域類型のうち山間農業地域とした。（2010年の山間地域の

人口は約383万人）
○山間地域の年齢別人口を集計し、人口1000人の集落を仮定して、男女・年齢別人口を設定した。
○2005年及び2010年国勢調査人口から、山間地域のコーホート変化率を算出し、コーホート変化率法に

より、2010年人口を基準として2050年までの5年ごとの人口を推計した。
○0～4歳人口の推計には、2010年のこども女性比を用いた。出生率に換算すると概ね1.47人である。
○また、１年に10人（5人）の移住があるものと仮定して、移住を見込んだ人口推計を行った。移住は、30

歳代前半の夫婦と0～4歳代のこども1人からなる世帯が２(1)世帯、20歳代前半の男女が各2(1)名の
計10(5)名を仮定した。移住の仮定については、小田切徳美、藤山浩編著「地域再生のフロンティア」
p306～p309を参考として設定した。

○小中学生人口は、該当する年齢階級の人口を案分・合計して推計した。

2010年人口ピラミッド

2050年推計人口ピラミッド

○山間地域のモデル集落（人口1000人）における趨勢による2050年推計人口は、総数は309人にまで減少（△69%）、高齢化率55%となる。
○仮に、移住（10人／年）を見込んだ場合、人口は減少するものの緩やかな減少にとどまるとともに、小中学生の人口（現状71人）は一定数を

維持できる。
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山間地域のモデル集落（人口1000人）の将来推計人口

（趨勢推計人口と移住人口を見込んだ推計人口）

趨勢推計人口（左目盛り）

移住（5人／年）見込み推計人口（左目盛り）

移住（10人／年）見込み推計人口（左目盛り）

高齢化率（趨勢推計）（右目盛り）

高齢化率（移住（5人／年）見込）（右目盛り）

高齢化率（移住（10人／年）見込）（右目盛り）
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趨勢による人口推計 移住（10人/年）見込み

人口＝743人人口＝309人

移住（5人/年）見込み
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出生率の違いによる人口1000人集落の2050年推計人口の差

移住なし 5人／年の移住あり 10人／年の移住あり

出生率の違いによる2050年推計人口の差と小中学生人口の差

注 １）農業統計に用いる農業地域類型のうち山間農業地域の2010年の男女別・年齢別人口から、人口1000人の集落を仮定し、コーホート変化率法を用いて
2050年人口を計算したものである。0～4歳人口（出生数）の推計には、こども女性比（＝0～4歳人口／20～39歳女性人口）を用いた。

２）ここで出生率は、人口推計に用いたこども女性比の４倍の値である。出生率＝1.47は平成22年におけるこども女性比による値である。
３）移住10人は、毎年、30歳代前半の夫婦と0～4歳のこども1人からなる世帯が2と、20歳代前半の男女2組（計10名）の移住があるものと仮定した。

移住5人は世帯が1と、男女1組の移住があるものと仮定した。
移住の仮定については、小田切徳美、藤山浩編著「地域再生のフロンティア」p306～p309を参考として設定した。

出生率の想定値 出生率の想定値

○仮に、現在の出生率（1.47人）より高い出生率を想定した場合、移住（10人／年）を前提とすると、人口減少はさらに
小さくなり、小中学生の数（現状71人）は増加する。

○移住を前提としなければ、出生率が高くなっても人口減少に大きな改善はみられず、小中学生人口は激減する。
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○首都圏への人口集中を諸外国と比較すると、日本のように首都圏の人口比率が高くかつ上昇を
続けている国は韓国の他にはみられない。

首都圏への人口集中の国際比較
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ドイツ（ベルリン） アメリカ（ニューヨーク）

（首都圏人口／総人口、％）

（年）

(備考) UN World Urbanization Prospects The 2011 Revisionより作成。
(注) 各都市の人口は都市圏人口。ドイツ（ベルリン）、韓国（ソウル）は都市人口。

日本（東京）の値は2005年国勢調査「関東大都市圏」の値。中心地（さいたま市、千葉市、特別区部、横浜市、川崎市）とそれに隣接する周辺都市が含まれている。
＜参考＞韓国はＫＯＳＩＳ（韓国統計情報サービス）のソウル、インチョン、京畿道の合算値。
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（首都圏人口／総人口、％）
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三大都市圏・地方圏の人口移動の推移

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに国土交通省国土政策局作成。
（注）上記の地域区分は以下のとおり。

東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
三大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏 地方圏：三大都市圏以外の地域

○高度経済成長期には三大都市圏に人口が流入した。
○1980年頃にかけて人口流入は沈静化したが、その後、バブル期にかけて東京圏に人口が流入。
○バブル崩壊後は東京圏が一時的に転出超過となったが、2000年代には再び流入が増加した。

全総 新全総 三全総 四全総 21ＧＤ 国土形成計画
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（大阪圏）
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首都圏工業等制限法
（1959～2002年）

近畿圏工場等制限法
（1964～2002年）

テクノポリス法
（1983～98年）

地方拠点法
（1992～）

頭脳立地法
（1988～98年）

62 7769 87 98 08

東京圏 転入超過数（東京圏）のピークは
1962年（39万人）

新産業都市法
工業整備特別地域法

（1962～2001年）

地方圏

転出超過数（地方圏）のボトムは
1961年（65万人）

第一次
石油ショック
（1973年） 第二次

石油ショック
（1979年）

バブル崩壊
（1991年）

アジア
通貨危機
（1997年）

東日本大震災
（2011年）

阪神淡路
大震災

（1995年）

リーマンショック
（2008年）
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北海道 東北圏 北陸圏 北関東

南関東 中部圏 近畿圏 中国圏

四国圏 九州圏 沖縄県

戦前期 高度成長期 安定成長期

北陸

沖縄県

○ 南関東へは、明治以降ほぼ一貫して人口集中が続いている。戦前期はシェアが高まった後戦争の影
響で低下。戦後は1970年代半ば頃まで急上昇し、それ以降は上昇のペースは緩やかになっている。

○ 近畿圏は、1970年代半ば頃までは南関東と並んでシェアを高めたが、その後はほぼ横ばいで推移。
○ 北関東と中部圏のシェアは概ね横ばいで推移しているが、その他の地域は総じて低下。

（出典） 総務省「国勢調査」、社会工学研究所「日本列島における人口分布の長期時系列分析」より作成。
（備考） 1945年は、沖縄県は調査されなかったため，含まれていない。 20



年齢別転入超過数の状況（2013年）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに国土交通省国土政策局作成。
（注）上記の地域区分は以下のとおり。

東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
地方圏：三大都市圏（東京圏、名古屋圏、大阪圏）以外の地域

○ 2013年の転入超過数の状況を見ると、若年層を中心に東京圏は転入超過、地方圏の転出超過と
なっている。

○ 60歳代前後では、東京圏が転出超過、地方圏が転入超過となっている。

62 7769 87 98（単位：人）
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全国 東京圏 名古屋圏 大阪圏 地方圏

圏域別の合計特殊出生率の推移

○合計特殊出生率の推移を圏域別にみると、1965年（昭和40年）以降、全ての地域で前年を下回る傾
向が続いていたが、2005年（平成17年）以降は上昇傾向にある。

○近年では、東京圏と大阪圏は全国平均を下回る状況にあり、名古屋圏と地方圏は全国平均を上回
る状況にある。

（出典）厚生労働省「人口動態統計」をもとに国土交通省国土政策局作成。2013年は「平成25年人口動態統計月報年計」による概数。

（注）各圏域の合計特殊出生率は、都道府県ごとの合計特殊出生率を単純平均したもの。

（％）

（年）

【2013年】
全国：1.43

東京圏：1.28（東京都：1.13）
名古屋圏：1.47
大阪圏：1.33
地方圏：1.52

【2005年】
全国：1.26

東京圏：1.16（東京都：1.00）
名古屋圏：1.36
大阪圏：1.21
地方圏：1.39
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都道府県別の出生率と女性の労働力率

70%以上

67%以上70%未満

64%以上67%未満

61%以上64%未満

61%未満

女性の労働力率

１５～６４歳女性の労働力率（都道府県別）

○ 女性の出生率は大都市圏が低く、地方が高い。１５～６４歳女性の労働力率も同様の傾向。
○ 地方の方が働きやすく子育てしやすい環境にある。

総務省「平成２２年国勢調査」より作成
労働力率＝人口（労働力状態「不詳」
を除く。）に占める労働力人口の割合。
労働力人口＝就業者（収入のある人）
と完全失業者（求職中の人）を合わせ
た人口

出生率

女性（１５～６４歳）の労働力率

正規の職員・従業員
女性の平日往復
通勤時間（分） 女性の労働力率と往復通勤時間

総務省「平成２２年国勢調査」及び「平成２３年社
会生活基本調査」より作成
労働力率＝人口（労働力状態「不詳」を除く）に占
める労働力人口の割合
労働力人口＝就業者（収入のある人）と完全失業
者（求職中の人）を合わせた人口
正規の職員・従業員女性＝会社・団体・官公庁・
個人商店などに正規の職員又は正規の従業員と
して雇われている人。会社などの役員は除く。

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県
東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県
長野県

岐阜県
静岡県

愛知県三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県
大分県

宮崎県
鹿児島県

沖縄県

30

40
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55.0% 60.0% 65.0% 70.0% 75.0%

通勤時間の長い３大都市
圏は女性労働力率が低い

合計特殊出生率（2010）
人口動態統計

1.4 未満

1.4 以上 1.5 未満

1.5 以上 1.6 未満

1.6 以上 23



経済活動等における東京圏の占める割合
（国内銀行貸出残高、外国法人数、資本金10億円以上の本社数、従業者数（情報サービス・広告業、対事業所サービス））

（出典）日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」、
国税庁「国税庁統計年報書」、総務省「経済
センサス」より国土交通省国土政策局作成

85%

15%

2011年

52%

48%

2013年

62%

38%

2011年

○ いずれの指標においても東京圏のシェアは高い水準。

国内銀行貸出残高 外国法人数 資本金10億円以上の本社数

※東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
※対事業所サービス：専門サービス業、自動車整備業、

機械等修理業、物品賃貸業、その他の事業サービス
の合計（2006年まで）。2009年については、2007年に
分類が改訂されたため、上記と整合するよう調整して
いる。

情報サービス、広告業従業者数 対事業所サービス従業者数

61%

39%

2009年

64%

36%

2009年

51%49%

1998年

86%

14%

1966年

61%

39%

1961年

56%
44%

1981年

32%

68%

1981年

その他

東京圏

その他

その他

その他

その他

東京圏

東京圏

東京圏
東京圏
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工業出荷額・従業者数のシェアの推移

60.1 

63.9 

57.6 

55.2 

55.8 

55.2 

52.4 

51.1 

49.7 

48.5 

39.9 

36.1 

42.4 

44.8 

44.2 

44.8 

47.6 

48.9 

50.3 

51.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1955年

1965年

1975年

1980年

1985年

1990年

1995年

2000年

2005年

2010年

工業出荷額のシェアの推移

三大都市圏 その他地方圏

55.0 

58.0 

52.5 

49.3 

51.1 

47.9 

48.4 

47.0 

46.3 

45.7 

45.0 

42.0 

47.5 

50.7 

48.9 

52.1 

51.6 

53.0 

53.7 

54.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1955年

1965年

1975年

1980年

1985年

1990年

1995年

2000年

2005年

2010年

従業者数のシェアの推移

三大都市圏 その他地方圏

（出典）「工業統計」（経済産業省）より国土交通省国土政策局作成
※三大都市圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、岐阜県、三重県、大阪府、京都府、兵庫県、奈良県

○ 地方圏への製造業の立地が拡大してきた結果、出荷額や従業者数は漸増傾向。
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大学・学生数のシェア

66.9%

66.4%

66.3%

66.0%

67.1%

68.5%

69.8%

71.4%

75.4%

75.9%

77.2%

33.1%

33.6%

33.7%

34.0%

32.9%

31.5%

30.2%

28.6%

24.6%

24.1%

22.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2013年（速報）

2008年

2003年

1998年

1993年

1988年

1983年

1978年

1973年

1968年

1963年

大学学生数のシェアの推移（大学院、短大含む）

三大都市圏 その他地方圏

54.5%

54.5%

52.7%

53.8%

54.8%

55.0%

55.1%

56.0%

57.8%

59.5%

63.1%

45.5%

45.5%

47.3%

46.2%

45.2%

45.0%

44.9%

44.0%

42.2%

40.5%

36.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2013年（速報）

2008年

2003年

1998年

1993年

1988年

1983年

1978年

1973年

1968年

1963年

大学学校数のシェアの推移（短大含む）

三大都市圏 その他地方圏

（出典）文部科学省「学校基本調査」より国土交通省国土政策局作成
※三大都市圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

○ 2000年頃までは地方圏のシェアが拡大。近年は、学生数は三大都市圏へ回帰の動きも見られる。
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東京圏への人口移動と所得格差・有効求人倍率格差の推移

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定統計）」、内閣府「県民経済計算」より国土交通省国土政策局作成。
（注1）東京圏は、 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。
（注2）転入超過割合は「（転入者－転出者）／総人口」、所得格差は「１人あたりの県民所得の東京圏平均／全国値」、

有効求人倍率格差は「有効求人倍率の東京圏平均／全国値」で計算。グラフ内の数字は各期間の転入超過割合と格差指標の相関係数。

○東京圏について転入超過割合と所得格差、有効求人倍率格差（全国平均に対する比率）の関係をみると、
①1990年以前は所得格差との相関が高く（所得が高まると人口流入が増加）、
②1990年代以降は有効求人倍率格差との相関が高い（有効求人倍率が相対的に高まると人口

流入が増加）。

1.0 

1.1 

1.2 

1.3 

1.4 

-0.3 

0.0 

0.3 

0.6 

0.9 

1.2 

1.5 

1.8 

2.1 

転入超過割合 有効求人倍率格差 所得格差

転入超過割合との相関係数

1955～2013 1955～89 1990～2013
有効求人倍率格差 0.41        -0.11           0.92

所得格差 0.96        0.96       0.82

（所得格差、全国比）
（転入超過割合、％）

（年、年度）

（有効求人倍率格差、全国比）
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東京圏への転入・転出の推移

-10.0 

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

40.0 

50.0 

60.0 

70.0 
東京圏への転入・転出の推移（万人）

転入者数

転出者数

転入超過数

（年）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成。

○ 90年代後半から2008年にかけて転入超過数の増加がみられる。この間、転入者数はほぼ横ばいで
あるものの、転出者数が一貫して減少しており、東京圏への「滞留」が転入超過の原因となっている。

○ 2008年以降はリーマンショックや2011年の東日本大震災の影響で、東京圏への転入者数は減少し、
転出者数が増加したことにより、転入超過数は減少した。

○ 2012年からは、再び転出者数が減少に転じている。

28



東京圏居住者に占める東京圏出生者の割合

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「人口移動調査」をもとに、国土交通省国土政策局作成。
（注１）東京圏とは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県をいう。
（注２）出生県不詳を除く。

○ 年齢別でみると、1991年度調査から2006年度調査まで30－40代で東京圏出生者割合の上昇が
見られる。

40
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80
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100

東
京
出
生
者
割
合
（
％
）

年齢

東京圏居住者に占める東京圏出生者の割合（年齢別）

第3回

（1991年度）

第4回

（1996年度）

第5回

（2001年度）

第6回

（2006年度）

第7回

（2011年度）

30-40代で東京圏
出生者割合が上昇
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地方中枢都市が存在する県・ブロックにおける人口移動

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」「人口推計」をもとに国土交通省国土政策局作成。

（注）上記の地域区分は以下のとおり。
東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 三大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏
地方圏：三大都市圏以外の地域 東北圏：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県 中国圏：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
九州圏：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県

○ 中枢都市は総じて転入超過となっているが、ブロック全体では転出超過が続いている。
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地方中枢都市に集積する機能

三大都市

圏, 34

札幌市, 5

仙台市, 1
広島市, 1

福岡市, 5

その他都

市, 6

地方

圏, 18

駐日総領事館・領事館

（名誉領事館を除く）

全国計,52

三大都市

圏, 35

札幌市, 0 仙台市, 0

広島市, 1

福岡市, 1

その他都

市, 2

地方

圏, 4

駐日国際機関

全国計,39

三大都市

圏, 5,042

札幌市, 110

仙台市, 19

広島市, 35

福岡市, 304

その他都市, 
234

地方

圏, 
702

国際線の平成24年度空港別

乗降客数（万人）

全国計,5,744

三大都市

圏, 8

札幌市, 1

仙台市, 1

広島市, 1

福岡市, 1

その他都

市, 0

地方

圏, 4

プロ野球チーム

全国計,12

三大都市

圏, 25

札幌市, 1

仙台市, 1

広島市, 1

福岡市, 1

その他都

市, 4

地方

圏, 8

オーケストラ

全国計,33 ※三大都市圏：埼玉県、千葉県、東京都、神
奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、
大阪府、奈良県、兵庫県

（出典）外務省HP、国土交通省航空局HP、
（公社）日本オーケストラ連盟HPより
国土交通省国土政策局作成

○ 地方中枢都市では、その他の都市と比べ、国際ゲートウェイ機能や娯楽・芸術機能が充
実しており、圏域での国際的な都市機能の向上に寄与している。
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就業者の産業別構成比の推移

（出典）総務省「国勢調査報告」より作成。
（注）1980年～1990年、2000年、2010年を比較する場合には、産業分類が異なる点に留意。また、2010年において、便宜上、「サービス業」と分類している産業は、「学

術研究、専門・技術サービス業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「教育、学習支援業」、「複合サービス事業」、「サービス業
（他に分類されないもの）」を合算したものである。1990年以前は、医療・福祉はサービス業に含まれている。

○ サービス産業化が進展するなど産業構造が変化。近年、医療・福祉の割合が拡大している。
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2010年

農林水産業 鉱業，採石業，砂利採取業 建設業 製造業 電気・ガス・熱供給・水道業

卸売業，小売業 金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業 運輸業，郵便業 情報通信業

医療，福祉 サービス業 公務（他に分類されるものを除く）

10.9%

7.2%

5.1%

0.2%

0.1%

0.1%

9.7%
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23.8%

23.9%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1980年

1990年

2000年

産業別構成比の推移（全国）

農林水産業 鉱業 建設業 製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 卸売・小売業，飲食店 金融・保険業 不動産業 運輸・通信業 医療，福祉 サービス業 公務（他に分類されないもの）

農林水産業 製造業 医療、福祉 サービス業建設業
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就業者の産業別構成比の推移（圏域別①）
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公務（他に分類されるものを除く）
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2.4%

2.6%

2.4%

0.6%

0.7%

0.8%

5.7%

5.6%

6.0% 5.8%

16.4%

19.3%

18.0%

2.7%

2.5%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1980年

1990年

2000年

産業別構成比の推移（名古屋圏）

農林水産業 鉱業 建設業

製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 卸売・小売業，飲食店

金融・保険業 不動産業 運輸・通信業

医療，福祉 サービス業 公務（他に分類されないもの）

（出典）総務省「国勢調査報告」より作成。
（注）1980年～1990年、2000年、2010年を比較する場合には、産業分類が異なる点に留意。また、2010年において、便宜上、「サービス業」と分類している産業は、「学

術研究、専門・技術サービス業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「教育、学習支援業」、「複合サービス事業」、「サービス業
（他に分類されないもの）」を合算したものである。1990年以前は、医療・福祉はサービス業に含まれている。
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就業者の産業別構成比の推移（圏域別②）

1.5%

7.1% 17.9%

0.5%

18.9% 2.8%

2.5%

6.1%

2.5%

11.6% 25.6% 3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2010年

農林水産業 鉱業，採石業，砂利採取業 建設業
製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 卸売業，小売業
金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業 運輸業，郵便業
情報通信業 医療，福祉 サービス業
公務（他に分類されるものを除く）

6.8% 8.7% 17.1%

0.5%

17.0% 2.3%

1.4%

5.3%

1.5%

11.9% 23.6% 4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2010年

農林水産業 鉱業，採石業，砂利採取業 建設業
製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 卸売業，小売業
金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業 運輸業，郵便業
情報通信業 医療，福祉 サービス業
公務（他に分類されるものを除く）

3.5%

2.2%

1.7%

8.5%

8.7%

9.3%

28.7%

26.6%

21.2%

0.7%

0.6%

0.6%

26.0%

25.2%

25.3%

3.3%

3.5%

2.9%

1.0%

1.6%

1.7%

6.8%

6.5%

6.8% 7.1%

18.4%

22.4%

20.6%

3.0%

2.8%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1980年

1990年

2000年

産業別構成比の推移（大阪圏）

農林水産業 鉱業 建設業

製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 卸売・小売業，飲食店

金融・保険業 不動産業 運輸・通信業

医療，福祉 サービス業 公務（他に分類されないもの）

16.8%

11.5%

8.1%

10.5%

10.1%

11.1%

20.1%

21.9%

18.9%

0.6%

0.6%

0.6%

21.1%

21.1%

21.7%

2.3%

2.7%

2.4%

0.5%

0.7%

0.7%

6.0%

5.6%

5.7% 7.5%

18.0%

21.9%

19.2%

3.9%

3.8%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1980年

1990年

2000年

産業別構成比の推移（地方圏）

農林水産業 鉱業 建設業

製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 卸売・小売業，飲食店

金融・保険業 不動産業 運輸・通信業

医療，福祉 サービス業 公務（他に分類されないもの）

（出典）総務省「国勢調査報告」より作成。
（注）1980年～1990年、2000年、2010年を比較する場合には、産業分類が異なる点に留意。また、2010年において、便宜上、「サービス業」と分類している産業は、「学

術研究、専門・技術サービス業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「教育、学習支援業」、「複合サービス事業」、「サービス業
（他に分類されないもの）」を合算したものである。1990年以前は、医療・福祉はサービス業に含まれている。
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0

100
200
300
400
500

0～2,000人 2,000～4,000人 4,000～6,000人 6,000～8,000人 8,000～1,0000人 1～2万人 2～5万人 5～10万人 10～20万人 20～50万人 50万人～

2010 2050

サービス施設の立地する確率が50％及び80％となる自治体の人口規模

医療医療・福祉・福祉

対企業サービス対企業サービス

（参考）20１0年と2050年における人口規模別の市町村数

2,500人

5,500人 7,500人

47,500人27,500人

百貨店【234】

275,000人 375,000人

17,500人 42,500人

275,000人175,000人

0～2,000人 2,000～4,000人 4,000～6,000人 6,000～8,000人 8,000～1万人 1～2万人 2～5万人 5～10万人 10～20万人 20～50万人 50万人～

（注１）2050年の市町村別人口は、国土交通省国土政策局推計値
（注２）2010年、2050年ともに、人口規模別の市町村数は、平成22

（2010）年12月1日現在の1,750市区町村を基準に分類

一定の人口規模の市町村のうち、当該産業の事業所が１つでも存在する市町村の割合（存在確率）
が50％（左端）と80％（右端）を上回るような人口規模で、最も小さいもの（値は区間平均。
例えば、0～1,000人の市町村で最初に50%を超えた場合は500人と表記）。

左端：存在確率50％ 右端：存在確率：80％

存在確率

人口規模

100%
80%

50%

存在確率50%
の人口規模

存在確率80%
の人口規模

書籍・文房具小売業【48,008】

1,500人

47,500人27,500人

飲食料品小売業【377,446】

500人

※存在確率の算出においては、各人口
規模別の市町村数を考慮して、1万人
以下の市町村は1,000人毎、1万～10
万は5,000人毎、10万人以上は5万人
毎に区分して計算。

フィットネスクラブ【3,273】

カラオケボックス業【7,044】

学習塾【51,726】

ハンバーガー店【6,123】

映画館【673】

銀行（中央銀行を除く）【15,414】

9,500人6,500人

77,500人

275,000人

125,000人72,500人

4,500人
酒場、ビヤホール【140,605】

500人

77,500人

存在確率
一定人口規模で当該産業の事業所が存在する市町村数

一定人口規模の全市町村数
X 100（%）＝

興行場、興行団【3,333】

77,500人

公認会計士事務所【3,197】

225,000人

175,000人

救命救急センター施設【200】

法律事務所【10,941】

結婚式場業【1,443】

225,000人
地域医療支援病院【432】

225,000人

500人
旅館、ホテル【47,725】

32,500人

67,500人

金融商品取引業【4,251】

500人

飲食店【673,199】

27,500人17,500人

税理士事務所【29,095】

ペット・ペット用品小売業【5,131】

225,000人175,000人

外車ディーラー3大ブランド【633】

5,500人 17,500人

遊戯場【24,697】

2,500人 7,500人
喫茶店【77,002】

12,500人 22,500人

男子服小売業【21,727】

4,500人 17,500人

音楽教授業【21,527】

42,500人27,500人

外国語教授業【8,590】

77,500人32,500人
学術・開発研究機関【6,007】

325,000人175,000人
大学【680】

9,500人6,500人

通所・短期入所介護事業【12,983】

47,500人 97,500人

インターネット付随サービス業【5,928】

27,500人

52,500人

自動車賃貸業【5,722】

27,500人

47,500人

音楽・映像記録物賃貸業【3,668】

72,500人

72,500人 225,000人

博物館、美術館【1,880】

経営コンサルタント業【13,073】

32,500人 62,500人

27,500人

500人 3,500人

3,500人 一般病院【7,493】
歯科診療所【69,189】

介護老人福祉施設【6,092】

訪問介護事業【14,203】

27,500人22,500人 52,500人

32,500人

500人
一般診療所【98,960】

有料老人ホーム【2,678】

7,500人

介護療養型医療施設【1,644】

125,000人

175,000人 425,000人

先進医療を実施する病院【517】

ショッピングセンター
（売場面積15,000㎡以上）【1,073】

87,500人 92,500人

500人

郵便局【20,193】

学術研究、学術研究、
教育・学習支援教育・学習支援

小売小売

宿泊・飲食サービス宿泊・飲食サービス

生活関連サービス生活関連サービス

金融金融

175,000人 275,000人

スターバックスコーヒー【1,027】

500人

22,500人 42,500人

救急告示病院【3,821】

27,500人9,500人

介護老人保健施設【3,710】

（出典）総務省「平成21年度経済センサス」、厚生労働省「医療施設調査 病院報告（平成24年10月）」、同「介護サービス施設・事
業所調査（平成24年10月）」日本救急医学会HP、wellnes HP、日本ショッピングセンター協会資料、日本百貨店協会HP、メル
セデスベンツ・フォルクスワーゲン・BMW各HP、スターバックスコーヒージャパン資料をもとに、国土交通省国土政策局作成

42,500人

※【 】内は全国の施設総数
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サービス施設の立地する確率が50％及び80％となる自治体の人口規模(三大都市圏※を除く)

医療医療・福祉・福祉

対企業サービス対企業サービス

（参考）20１0年と2050年における人口規模別の市町村数（三大都市圏※を除く）

2,500人

5,500人 6,500人

52,500人32,500人

百貨店【100】

275,000人

17,500人

42,500人

175,000人

175,000人

0～2,000人 2,000～4,000人 4,000～6,000人 6,000～8,000人 8,000～1万人 1～2万人 2～5万人 5～10万人 10～20万人 20～50万人 50万人～

（注１）2050年の市町村別人口は、国土交通省国土政策局推計値
（注２）2010年、2050年ともに、人口規模別の市町村数は、平成22（2010）

年12月1日現在の三大都市圏を除く1,260市区町村を基準に分類

一定の人口規模の市町村のうち、当該産業の事業所が１つでも存在する市町村の割合（存在確率）
が50％（左端）と80％（右端）を上回るような人口規模で、最も小さいもの（値は区間平均。
例えば、0～1,000人の市町村で最初に50%を超えた場合は500人と表記）。

左端：存在確率50％ 右端：存在確率：80％

存在確率

人口規模

100%
80%

50%

存在確率50%
の人口規模

存在確率80%
の人口規模

書籍・文房具小売業【24,630】

1,500人

47,500人32,500人

飲食料品小売業【216,158】

500人

※存在確率の算出においては、各人口
規模別の市町村数を考慮して、1万人
以下の市町村は1,000人毎、1万～10
万は5,000人毎、10万人以上は5万人
毎に区分して計算。

フィットネスクラブ【1,392】

カラオケボックス業【3,488】

学習塾【24,717】

ハンバーガー店【2，541】

映画館【315】

銀行（中央銀行を除く）【8,678】

9,500人6,500人

57,500人

82,500人

87,500人

72,500人

4,500人
酒場、ビアホール【66,081】

500人

87,500人

存在確率
一定人口規模で当該産業の事業所が存在する市町村数

一定人口規模の全市町村数
X 100（%）＝

興行場、興行団【802】

62,500人

公認会計士事務所【827】
275,000人

77,500人

救命救急センター施設【142】

法律事務所【3,259】

結婚式場業【880】

97,500人
地域医療支援病院【274】

175,000人

500人
旅館、ホテル【35,268】

52,500人

57,500人

金融商品取引業【1,182】

500人

飲食店【325,141】

27,500人17,500人

税理士事務所【11,063】

ペット・ペット用品小売業【2,299】

225,000人175,000人

外車ディーラー3大ブランド【287】

5,500人 17,500人

遊戯場【12,070】

2,500人 7,500人
喫茶店【28,777】

9,500人 22,500人

男子服小売業【10,773】

4,500人 17,500人

音楽教授業【11,590】

32,500人27,500人

外国語教授業【3,514】

77,500人32,500人

学術・開発研究機関【2,537】

175,000人125,000人

大学【440】

9,500人6,500人

通所・短期入所介護事業【8,044】

47,500人 87,500人

インターネット付随サービス業【1,883】

27,500人

52,500人

自動車賃貸業【3,304】

22,500人

47,500人

音楽・映像記録物賃貸業【1,907】

87,500人

57,500人 87,500人

博物館、美術館【1,213】

経営コンサルタント業【4,026】

37,500人 62,500人

27,500人

500人 4,500人

2,500人 一般病院【4,554】

歯科診療所【30,966】

介護老人福祉施設【3,689】
訪問介護事業【6,406】

27,500人8,500人

42,500人

32,500人

500人

500人
一般診療所【48,083】

有料老人ホーム【1,293】

5,500人

介護療養型医療施設【1,227】

125,000人

62,500人

225,000人 375,000人

先進医療を実施する病院【241】

ショッピングセンター
（売場面積15,000㎡以上）【491】

77,500人 92,500人

500人

郵便局【12,457】

学術研究、学術研究、
教育・学習支援教育・学習支援

小売小売

宿泊・飲食サービス宿泊・飲食サービス

生活関連サービス生活関連サービス

金融金融

175,000人 275,000人

スターバックスコーヒー【345】

37,500人

225,000人

275,000人

61 98 96 95 67

240
305

163
81 41 13

166 182
99 85 70

214 249
115

44 27 9
0

100
200
300
400
500

0～2,000人 2,000～4,000人 4,000～6,000人 6,000～8,000人 8,000～1,0000人 1～2万人 2～5万人 5～10万人 10～20万人 20～50万人 50万人～

2010 2050

※三大都市圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

37,500人17,500人

介護老人保健施設【2,368】

9,500人 22,500人

救急告示病院【2,214】

（出典）総務省「平成21年度経済センサス」、厚生労働省「医療施設調査 病院報告（平成24年10月）」、同「介護サービス施設・事
業所調査（平成24年10月）」日本救急医学会HP、wellnes HP、日本ショッピングセンター協会資料、日本百貨店協会HP、メル
セデスベンツ・フォルクスワーゲン・BMW各HP、スターバックスコーヒージャパン資料をもとに、国土交通省国土政策局作成

※【 】内は全国（三大都市圏を除く）の施設総数
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１kmメッシュによる60分都市圏（人口規模別都市圏の変化の予測） ［三大都市圏を除く］

高速道路を使用しない場合の都市圏 高速道路を使用する場合の都市圏

人口規模

2010年人口 2050年推計人口 2010年人口 2050年推計人口

都市
圏数

人口 人口比率
都市
圏数

人口 人口比率
都市
圏数

人口 人口比率
都市
圏数

人口 人口比率

100万人
以上

13 2,431
万人

19.0
%

40.8
%

11
（-2）

1,694
万人

17.4
%

34.7
%

13 2,754
万人

21.5
%

40.6
%

11(-2) 1,929
万人

19.9
%

35.6
%

50～
100万人

30 2,126
万人

16.6
%

16
(-14)

1,033
万人

10.6
% 27 1,935

万人
15.1
%

14
(-13)

896
万人

9.2
%

30～
50万人

18 665
万人

5.2
%

16
(-2)

640
万人

6.6
% 14 517

万人
4.0
%

16
(+2）

628
万人

6.5
%

20～
30万人

16 386
万人

3.0
%

3.4
%

15
(-1)

368
万人

3.8
%

7.2
%

12 294
万人

2.3
%

2.4
%

10
(-2)

241
万人

2.5
%

5.1
%

10～
20万人

3 49
万人

0.4
%

19
(+16)

301
万人

3.1
% 1 17

万人
0.1
%

15
(+14)

241
万人

2.5
%

10万人
未満

0 3
(+3)

28
万人

0.3
% 0 1

(+1)
10

万人
0.1
%

(都市圏計) 80 80 67 67

総人口
12,806
万人

100% 9,707
万人

100% 12,806
万人

100% 9,707
万人

100%

注）・2010年の人口10万人以上の市を中心市として、60分圏内の1kmメッシュの範囲を都市圏とした。概ね、中心市間が30分以下（一方が政令市の場合は60分）の中心市は一つの都市圏とした。
・中心市から1kmまでの所要時間はデジタル道路地図データ（（財）日本デジタル道路地図協会）を用い、同データ内の規制速度で算出した。高速道路を使わないケースでは、規制速度が
70km／時以上の道路を使用しないで計算した。２以上の中心市から60分以内にある1kmメッシュは最短時間の中心市の都市圏とした。

・人口は2010年国勢調査（総務省）及び国土交通省国土政策局のメッシュ推計人口による。

○2050年になると、 30万人以上の都市圏人口のシェアが縮小。（40.8%→34.7%）
30万人未満の都市圏人口のシェアが拡大。 （3.4%→7.2%）

○高速道路を活用すれば、2050年の30万人以上の都市圏人口のシェアは約１ポイント拡大、
2050年の30万人以下の都市圏人口のシェアは約2ポイント低下が見込める。
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１kmメッシュによる60分都市圏（高速道路を使わないケース）［三大都市圏を除く］

2010年の都市圏人口規模 2050年の都市圏人口規模
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１kmメッシュによる60分都市圏（高速道路を使うケース）［三大都市圏を除く］

2010年の都市圏人口規模 2050年の都市圏人口規模
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ネットワーク（高速道路）による都市圏の変化のイメージ

高速道路を活用しない場合 高速道路を活用する場合

都市圏
中心市

2010
年人口
（万人）

2050
年人口
（万人）

花巻市 22.4 14.6

奥州市 15.3 9.4

一関市 18.6 9.7

都市圏
中心市

2010
年人口
（万人）

2050年
人口
（万人）

花巻市・
奥州市・
一関市

57.4 34.3

○地方都市を中心とする都市圏※1の2050年人口※2は大幅に減少するおそれがある。
○しかし、高速道路ネットワークの活用により近接する都市圏が連携すると、人口減少下でも一定の人
口規模を確保することが可能。

花巻

奥州

一関

（※1）2010年の人口10万人以上の市を中心市とし、自動車で60分以内の1kmメッシュを都市圏として設定。中心市間が30分以内であれば
一つの都市圏とした。花巻市～奥州市、奥州市～一関市は高速道路を活用した場合、30分以内となるため、３市を一体の都市圏の
中心市とした場合の人口を集計した。

（※2）2010年人口は総務省「国勢調査」、2050年の推計人口は国土交通省国土政策局のメッシュ推計人口による。

花巻

奥州

一関

高速道路を活用しない場合 高速道路を活用する場合

都市圏
中心市

2010年
人口
（万人）

2050年
人口
（万人）

松江市 22.0 15.6

米子市 32.6 20.9

都市圏
中心市

2010年
人口
（万人）

2050年
人口
（万人）

松江市・
米子市

56.0 37.3

松江 松江米子 米子
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出典：国土交通省 総合政策局資料

総延長・箇所

高 規 格 幹 線 道 路 10685(km)

新 幹 線 2620(km)

空 港 （ 滑 走 路 長
2 , 0 0 0 m 以 上 ）

66(箇所)

凡例
高規格幹線道路等（供用区間）

高規格幹線道路等（整備・計画区間）

新幹線（営業区間）

新幹線（整備・計画区間）

拠点空港

その他空港
（滑走路長 2,000m以上）

リニア中央新幹線（計画区間）

平成26年3月31日時点

我が国の高速交通ネットワークの整備の進展

○ 我が国の高速交通ネットワークの整備は、この５０年間
で相当程度進展。

○ 個別事業ごとに、事業効果、ライフサイクルコスト等を
吟味した上で、必要なインフラ整備を推進するとともに、
今後は、できあがったインフラを「賢く使う」ことにも力を
入れていく。

○ ５０年単位の交通革命と新情報革命を踏まえた、新た
な進化が求められる。

1965 年時点の高速ネットワーク
（東海道新幹線と名神高速） 41

※平成26年3月末時点



諸外国における高齢人口及び高齢化率

○今後、諸外国においても、高齢化が急速に進展。
○高齢社会の課題先進国である日本の経験を海外で役立てていく必要。

（出典）日本は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」、日本以外はUnited Nations “World Population Prospects: The 2012 
Revision”より作成。いずれも2010年は実績値、2010年以降は中位推計の値。
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中国の高齢人口は、2050年ま
でに2.2億人増加。これは、イン
ドネシアの総人口（2010年時点
で2.4億人）に相当。
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高齢人口は2040年まで増加。特に東京圏で増加が顕著

（出典）2040年までは国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成25年3月推計）の中位推計。2045年及び2050年は国土交通省国土政策局による試算値。
（注）「高齢人口」とは65歳以上の人口であり、「高齢化率」とは総人口に占める65歳以上人口の割合である。
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○高齢人口の指数（2010年＝100）をみると、2050年にかけて東京圏における増加が顕著。
○高齢化率をみると、全ての圏域において上昇し続け、地方圏が三大都市圏を一貫して上回って推

移する。
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